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担当部事務事業名 《雨水対策事業》  

会計区分

平成１２年度以前 ～事業期間

総合計画

分野別計画

予算区分

直接実施・

運営

雨水貯留施設を整備する

　河川改修には長い年月が必要であるため、総合治水の視点から、雨水を下流に排除する

だけでなく、その場に貯めることで流出の抑制をし、浸水被害を軽減する。

　公共施設(公園、学校等)でその地区に適合した貯留方法・規模により貯留浸透施設を設

置する。

　また、ため池や水田など農業関係施設を利用した雨水貯留も実施し、平成25年度末まで

に247,000㎥の雨水貯留量の確保を目標とする。

　雨水貯留施設のみで専用の土地を確保することは非常に困難であるため、公共用地及び

民間の水田を目的外で使用できるように、他課との調整や土地所有者への説明、協定書の

締結等を実施する。

○平成23年度実施内容

　【委託業務内容】

　上新町地区及び応時中学校雨水貯留施設設計業務　2件(委託料：7,245千円)

　　　地下貯留施設　1ケ所（上新町地区　570m3）、表面貯留　1ヶ所（応時中　518m3）
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　　　地下貯留施設　1ケ所（上新町地区　570m3）、表面貯留　1ヶ所（応時中　518m3）

　【工事請負内容】

　新庁舎雨水貯留施設工事（平成24年5月末完了）　1件(工事費:26,300千円）

　　　地下貯留施設　2ケ所(846+138＝984m3）

  【財源内訳】　　　 一般財源　　　　　　　　　　　　　　　　　12,740千円

　　　　　　　　　　　　社会資本整備総合交付金　　　　　　　8,000千円

　　　　　　　　　　　　流域貯留浸透施設整備事業債       14,400千円

○平成24年度実施内容

　平成24年度は、新庁舎雨水貯留施設（984㎥）の完成及び応時中学校の校庭での表面貯

留(518㎥）の整備を行なう。
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公共施設の総雨水貯

留量

243,800

243,988

平成23年度から、小牧市役所新庁舎建設にあわせて地下に984㎡の雨水貯留施設

の整備を進めており、完成後は当該地区の浸水被害軽減に寄与できる。

　また、公共施設の総雨水貯留量が平成24年6月には245,705㎥となる見込みであ

る。
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浸水被害が雨水貯留施設設置によりどのように軽減されたか、判りやすく検証する必

要がある。

また、雨水貯留施設が必要な箇所はまだ相当数必要であり、公園、学校等の公共用

地以外での貯留施設の整備の検討が必要である。

雨水貯留施設が必要な箇所はまだ相当数あり、継続的に事業を実施する必要があ

り、現状維持と判断した。

方向性の判定

市街地においては公園、学校等の公共用地の外、道路用地内の側溝や地下等も利

用して雨水貯留浸透施設の設置を計画し降雨によるピーク雨量を貯留して浸水被害

の軽減を目指す。

また、水田については貯留はもちろん、保全についても効果のある水田貯留施設の

整備促進を目指す。
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一次評価のとおり。

急激な都市化に伴い発生する大雨対策として、改修までに長い年月が必要な河川水

路整備に代り必要な箇所に設置できる当該施設は、他に類似する事業がないことか

ら、廃止すれば一部治水行政を果たせなくなると考える。
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